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に変わらなかった。本稿ではこのような 90 年代と 2000 年代の日独の政府と企業の改革
の違いに光を当て，2010 年代の両者の命運を分けた要因について考察する。 




In the 1980s, the remarkable economic success of Japan and Germany was praised 
worldwide. However, in the 1990s and 2000s, both countries experienced economic 
sluggishness and a long period of hardship. In the 2010s, however, the performance of 
Japan and Germany moved in different directions. As global competition intensified, 
German companies played a major role in leading the European economy, whereas 
Japanese companies continued to lose their international competitiveness. 
 
Since the era of Germany’s Schroeder administration starting at the end of the 1990s, 
the German government implemented policies to support various reforms, including 
welfare system and labor market reform, and other policy aimed at enhancing German 
companies' global competitiveness. However, this did not happen in Japan. Many large 
German companies promoted reforms to increase global competitiveness and shifted to 
US-style management, maintaining some German practices from the 1990s. However, 
Japanese companies failed to do so. This paper aims to shed light on the differences 
between Japan and Germany related to changes in governments and companies in the 
1990s and 2000s, and to investigate the reasons for the very different, almost 
diametrically opposed, outcomes in the 2010s. 
















まずドイツについてみると，一つの大きな節目として，1989 年 11 月ベルリンの壁の崩壊






このような中，1998 年に野党の SPD（社会民主党）が国政選挙で勝利し，SPD 党首のシュ



















などの大型倒産が相次ぎ深刻な不況に直面する。また，2001 年の米国の IT バブルの崩壊
後，2002 年にドイツ版 NASDAQ の Neuer Markt の閉鎖が決まった（閉鎖は 2003 年末）。
失業率は 1997 年をピークにいったん減少し始めていたが，2002 年から再び上昇し始めた
（旧東ドイツの失業率は 1997 年以降も 18％以上に高止まりのままだった）。一方，政府
の財政赤字が増大し，90 年代はユーロ導入の加盟基準違反国への厳しい制裁を求めていた





for International Student Assessment（PISA））でドイツは参加 32 カ国中，「読解」（総
合能力）で 21 位，「数学」と「科学」でそれぞれ 20 位という不本意な結果が明らかにな
った。そしてこのことは，専門的労働者の不足や技術開発の遅れなどの形でドイツ経済に影




こうした状況の下，2002 年に再選を果たしたシュレーダー首相は，2003 年「アゲンダ 2010」
を発表し，一層の社会保障制度や労働関係の改革を目指すためハルツ改革を推進した。ハル









要な改革をさらに押し進めた。その後 2008 年に金融危機が勃発したが，2010 年以降ドイ











1998年をピークに 2000 年代減少し続けた。なお，失業率は 90 年代上昇し続けたが，ピ
ーク時の 2002 年でも 5. 36％ とドイツの半分ほどで低かった。 
 









と 2008 年に実施されたが，日本は 2015 年から 2018 年に段階的に引き下げられ，よう















































































グローバル化であるが，ドイツ企業は 90 年代の EU 単一市場の形成やユーロ導入の影響
や，特に機械機器などの工業製品では EU 域内で強力なライバルがいないためもあり，EU 
域内の市場への輸出が増大した。加えて 2000 年代以降は，EU 域外への輸出も増加した。
ドイツの EU 域外輸出依存度（対 GDP 比）は 1990 年 9.0％，2000 年 9. 9％，2010 年 
14. 6％，2015 年 16. 6％と，2000 年以降大きく増えている。2007 年の世界金融危機以



















ーメンスの従業員のドイツ国内の割合は 1985 年は 68％であったが，2005 年には 36％と
なり，ドイツ国内と国外の割合は逆転している。このような従業員のグローバル化に伴い，
ドイツの大企業は本社も含めて世界的な人事制度の改革を実施したが，その多くが米国企








































らず，2000 年代後半にようやく一部の企業が改革を始めた。一方，ドイツ企業は米国の IBM 
などの戦略から学んで，早くからこうしたことに力を入れていた。また，ドイツも日本と同
様にプログラマーら IT 技術者の不足があり IT 系に弱かったが，その弱みを克服すべく，







る。シーメンスは本国の占める割合が低く 2015 年は 14.9％で，ドイツを除く欧州・CIS・
アフリカ・中東（36.4％），米国（20.2％），アジア・豪州（20.0％）と世界中に分散してい
る。2002 年から 2015 年への大きな変化としては，アジア太平洋での売り上げ割合が倍増
しているが， これには中国など新興国市場の影響が大きい。 
 




場の割合は 53.4％だが，1985 年のシーメンスの本国市場の割合が約 53％だったので，日
立製作所はちょうど 30 年前のシーメンスと同じということになる。なお，2013 年から 
2016 年の４年間の利益率（税引前当期利益/売上収益）の平均値は，シーメンスが 9.2％，




め，主に 2000 年代初めから半ばにかけての筆者の調査に基づき， 日独ハイテク企業の市









最初に，本調査で 2003 年から 2005 年に実施したアンケートに回答した企業（表１）に
ついて，国別・産業別でみた，売上高と中央研究所の研究開発者の本国と米国の割合は表２
のとおりである５)。2002 年の日独企業の売上高のうち本国の占める割合は，ドイツ企業は




























































較すると，ドイツは 1988 年（ 6. 8％ ）から 2008 年（15.1％）に２倍以上増え，他の先
進国と比べても大きく伸びている。一方，日本は 1988 年が 2.1％，2008 年が 3.0％と低
く，米国は 1988 年が 6.6％，2008 年が 5.7％で，EU の主要 15 カ国の平均は 1988 年













































７）Criscuolo（2004）の研究では，フォーチュン 500 のうち 84 の日本企業と欧州企業を
対象とし，それら企業が 1989 −2000 年の間に米国特許庁で取得した特許を用いている。 
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（1）2002 年の売上高の平均（百万 US ドル） 
 電機・エレクトロニクス 自動車 化学 製薬 
日本 22774 82024 7333 4739 
ドイツ 30966 87467 13543 5528 
欧州 28685 87467 13543 11290 
（2）2002 年の売上高のうち本国の占める割合（カッコ内は米国の占める割合）（％） 
 電機・エレクトロニクス 自動車 化学 製薬 
日本 59.3％（15.6％） 45.7％（30.2％） 70.8％（16.8％） 59.6％（26.2％） 
ドイツ 24.4％（23.2％） 24.4％（22.5％） 26.0％（23.5％） 11.4％（29.2％） 
欧州 20.5％（24.2％） 24.4％（22.5％） 26.0％（23.5％） 4.9％（33.7％） 
（3）本社研究所の研究開発者のうち本国の占める割合（カッコ内は米国の占める割合）（％） 
 電機・エレクトロニクス 自動車 化学 製薬 
日本 92.9％ （4.9％） 98.0％（2.0％） 93.7％（6.0％） 92.7％（5.0％） 
ドイツ 66.1％（13.6％） 91.4％（4.4％） NA 63.5％（21.2％） 
































発の専門家としての道の 2 つがあること）を採用していることが多い． 
本社の経営層の特徴 ・ドイツ企業は日本企業より本社の社長の年齢が低く，取締役は多様で外部からの登用や外国人の
比率が高い． 
本国の中央研究所の
志向 
・ドイツ企業は日本企業より市場に近い研究プロジェクトへの投資の割合が大きく，短期的利益志
向が強い． 
本国の中央研究所の
意思決定 
・ドイツ企業は日本企業より短期的利益志向が強い意思決定である．そうなる理由として，ドイツ企
業は日本企業より本社研究所の企画部門にマーケティングやファイナンス出身多く，意思決定への影
響が大きい（日本企業の場合，意思決定は研究畑出身のみによる場合がほとんどである）．また，ドイ
ツ企業は日本企業より事業部が研究成果を見返りとして，本社研究所に予算を出す割合が高く，
意思決定やプロジェクトの進行にもより大きく関与している． 
 
